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ア ドバイザー方式の試行事例の分析
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　先の 「設計 ・コンサルタ ン ト業務等入札契約 問題検討委員会 中間 と りま とめ」 にお いて､

入札契約制度 の改善策の一つ として、発注者 として必要な能力が不足す る場合 の支援 システ

ム として、「ア ドバイザー方式」の活用が提唱され た。 これは、事業 の計画､調 査及び設計の

各段階 において、ア ドバイザーが専門的、技術 的立場か ら必要な助言 ・指導 ・支援 を行 うも

ので ある。 これ を受 け、平成12年 度以降 に地方 自治体及び国土交通省(計6件)に おいて

ア ドバイザー方式が試行 された。

本稿は、 これ ら試行事例 について発注者､ア ドバイザー及び設計者か らヒア リング等のモ

ニタ リング調査 を行 い、試行事例 の特徴、問題点 と課題 を抽出 し、改善の視点 と今後 の方向

性 を とりまとめたものである。その結果、試行 された ア ドバイザー方式については業務範 囲 ・

内容か ら4つ のパ ター ンに分類 できることを示 した。また、発注者 の負荷軽減、調査 ・設計

業務 の品質の確保 に有効 との結果 を得た反面、ア ドバイザーの権 限や責任の明確化 、費用算

出方法の確立等の課題が明 らか となった。 また、今後の支援拡大のイメージ も提案 した。

【キー ワー ド】発注者支援 、入札 ・契約制度、CM

1.は じめ に

平成12年3月 に 「設計 ・コンサ ルタン ト業務

等入札契約 問題検討委 員会中間 と りま とめ」1)に

おいて、入札 ・契約制度 の改善策 の1つ として 「発

注者 と して適 切な判 断 がで き るため の体 制 の確

立」が提案 された。本 中間と りま とめで は、まず°

設計 ・コンサルタン ト業務 を発注する発注者 は、

専 門知識 を活か して プロジェク ト全体 をマネジメ

ン トす るとともに、業務 と結果 を適正 に評価で き

る能力 を有す る必要がある と整理 している。一方、

受注者 と しての建設コ ンサル タン トは、発注者が

評価 し判断す るための材料 を的確 に提供する役割

を果たすべき としている。 しか し、発注者が、技

術者不足､業 務の多様化等 か ら、発注者 として行

うべ き技術的評価 ・判断 をす る時間がない、ある

いは出来な いといった課 題が指摘 されてきている。

これ らか ら、適正な業務執行 を図る上で発注者 の

能力(技 術 力)が 不足す る場合、特 に、業務 内容

と量の概 定、発注 の支援 、成果の評価 といった場

面､ま たは、ダム、長大 トンネル等特殊な構造物

等の調査 ・設計業務 を実施す る場合 には、ア ドバ

イザー による支援を受 ける ことが必要 と提 案 して

いる。

本 中間 と りま とめを踏 まえ、国土交通省では平

成13年2月20日 事務連絡(大 臣官房技術調査

課課長 補佐)2)に お いて 、調査 ・設計業務委託契

約をベース にア ドバイザー方式 の実施要領(案)

を策定 し、それを参考 に直轄事業 にお いてモデル

的にア ドバイザー方式 を試行 し、モニ タリング調

査 を試行事例 を対 象に実施 し､そ の調査結果 を受

けて､ア ドバイザー方式 を制度化 、地方 自治体等

への普及 ・促進 に向 けた検討 ・提案 を図るとした。

本稿 は、上記事務連絡等 を参考 に地方 自治体 に

おいて試行 した事例 も含 めて発注者、 ア ドバイザ

ー及 び設計者か らヒア リング等を行 い、試行事例

の特徴 、問題点 と課題 を抽出 し、改善 の視点 と今

後の方 向性 をとりまとめたものである。

*1総 合技 術 政 策研 究 セ ンタ ーTEL0298 -64-2211
*2現(株)建 設技 術 研 究 所TEL03 -3668-0451
*3現 山 口県 土 木 建築 部TEL083 -922-3111
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2.実 施要領(案)の 概要

(1)ア ドバ イザ ーの定 義

ア ドバイザー は、国土交通省地方整備局又は工

事事務所 における事業 の計画 、調査及び設計の各

段階 にお いて、専門的、技術 的立場か ら必要な助

言 ・提示等 を行 うもので ある。

(2)適 用範 囲

ア ドバイザー は原則 、 「民間建 設 コンサル タン

ト」とし、ア ドバイザー の支援 先 とな る発注機 関は、

国土交通省地方整備局及び工事事務所 とす る。

ア ドバイザー業務 の対象は、以下 に例示す る支

援業務 のうち必要な部分 について助言 ・指導 、提

示等 を行 う。表 一1に 示すよ うに、 ア ドバイザー

の位置づ けを発注者 の能力(技 術 力)が 部分 的に

不足 して いる場合 と全面的 に不足 して いる場合 を

想定 し、当面 の試行の対象は部分的支援 とする。

(1)発 注計画案 の作成

(2)発 注仕様書案 の作成

(3)設 計書等の作成支援

(4)調 査 ・設計企業の選定 ・特定支援

(5)調 査 ・設計業務の監督支援(打 ち合わせ立

会 、助言、指導)

(6)成 果品の照査支援、等

表 ・1ア ドバ イザーの位置付 け

(3)ア ドバ イザ-の 選 定方法

原則公募す る ものとし、「簡易公募型プ ロポーザ

ル方式(技 術 者評価型)」 に準 じた方法 によ り特定

す るもの とす る。不調等の場合 は、建設弘済会や

建設技術セ ンター等 と個別 に随意契約 し委託す る

もの とす る。

ア ドバイザー は、準公務員 としての義務 を持 ち、

国家公務員倫理法 を準用す る。

ア ドバイザ ー の権 限 として 、ア ドバイ ザー は、

業務 の遂行 上知 り得た事 実 を第 三者 に漏 らして

はな らな い。派遣 要請 を行 った発注者 は、ア ド

バイザ ー のア ドバ イス 内容 に関す る責 任 は問わ

な いもの とす る。

ア ドバイザーの属す る建設 コンサル タン ト企業 、

又は当該企業 と資本 ・人事面等 にお いて関連があ

る と認 め られた企業は、当該業務 が直接対象 とす

る調査 ・設計業務(注1)等 のプロポーザル、競争入

札 には参加す る ことができない。

注1)「当該業務が直接対象とする調査 ・設計業務」とは､

▲▼発注仕様書案 ・設計書案の作成対象となる調査 ・設

計業務

▲▼企業選定 ・特定支援の対象となる調査 ・設計業務

▲▼監督支援、成果品照査支援の対象となる調査 ・設計

業務

ア ドバイザー選定の具体的評価項 目(案)は 表

-2の とお りである。

表-2ア ドバ イザ-選 定の評価項 目(案)

(4)ア ドバ イザ-と の契約

国土交通省地方整備局又は工事事務所は、特定

されたア ドバイザー に当該ア ドバイザー業務 を依

頼 し、随意契約 によ り締結す るもの とす る。
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ア ドバイザー業務の成果 品については特記仕様

書において示 される もの とし、一般 には、報告書、

日報 ・打合せ記録簿(ア ドバイザー業務)° 収集資

料等一式(支 援業務 にて立案、提案、助言す るに

あた り収集 した資料)と す る。

ア ドバ イザー との契約額 は、調査 ・設計業務積

算要領を参考 に、契約相手方の見積書に基づ くも

の とす る(直 接人件 費､諸 経費(直 接 人件 費 ×

120%)、 技術経費((直 接人件費+諸 経費)×20

～40%) 、直接経費)。

3.試 行状 況

上記実施要領(案)を 参考 に平成12年 度以降

件、 国土交通省で4件 、 中間 とりまとめ を受 け、

地方 自治体で2件 ア ドバイザー方式が試行 されて

いる(表-3)。

表-3ア ドバ イザ ーの試行状況

4.モ ニ タ リング調 査の 内容

上記実 施要 領(案)は 、支援 を必要 とす る場

面 、 ア ドバイ ザー の対象者 、発注 者 とア ドバ イ

ザ ー の関係 、契約方 法等 につ いて、 あ くまで想

定 で作成 した もので あ り、試行 を通 じて効果 、

課 題 を明 らか に し、改善 してい く必 要が ある。

ア ドバイザー方式 の試行 に対す るモニタ リング

調査 を以下 のとお り行 った。

調査対象者は、発注者側担当者 、ア ドバイザー

(支援企業)、 及び設計者(受 注者)と した。

調査 内容は、次の項 目について行 った。

・支援業務の内容

・支援業務に係わ る経費(歩 掛、直接経費等)

・支援業務の成果 に対す る発注者側の評価

・その他支援業務実施上の課題等

調査方法 は、各対象者 に対する ヒア リング調査

(業務遂行途 中 ・業務完 了後)及 び 日報への記入

によ り実施 した。

5.試 行 結果

(1)実 施形態

試行 され た6つ の事例 につ いてモニ タ リング

調査結 も踏 まえて整理する と、ア ドバイ ス実施形

態 によって4つ のパ ター ンに分類 され る(表-4)。

(1)､(2)の 事例(3事 例)は 、発注者 とア ドバイ

ザーの二者 、(3)-1、(3)-2(3事 例)の 事例 は発注

者 、ア ドバイザー に加えて設計者が プレイヤー と

なる三者 による契約関係 となって いる。(3)の事例

にお ける実施 の役割分担は、3事 例すべてア ドバ

イザー には責任 はな いとの周知を設計業務 開始前

に設計者 にした うえで、三者合同での打ち合わせ

を実施 しているが、ア ドバイザーが 司会等主導で

設計者 との打ち合わせ を進めた事例 と、発注者が

主導で進めた事例 とが分かれた。最終判断はいず

れの事例 も発注者 が行 ったが、発注者が逐一判断

してい く場合 と、ア ドバイザーが設計者 との打 ち

合わせ の中で判断を行 って いき､ア ドバイザー の

判断に問題が ある ときだ け発注者 が関与する場合

に分かれた。ア ドバイザー と設計者が直接打 ち合

わせをす る事例はなかったが、技術 的業務内容 に

つ いてメールのや りとり二者で行 った事例があっ

た(CCメ ール によ り常 に発注者へ も情報提供 し

て いた｡)。

(2)効 果

(1)(2)の事例 については、発注者 に経験 の少ない

専門分野につ いての支援 を期待 したのに対 して、

プロポーザルの評価の視点設定等 に有効であった
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表-4ア ドバイス実施形態による分類

との ことであ り､実 施 に効果が見 られた。(2)につ

いて は､発 注者 の負荷軽減 にもつながった。(3)の

事例 については、発注者の負荷軽減 を主 に期待 し

たが 、複数業務 の監督支援業務 のうち調整 にかか

る発注者の負担軽減 に効果が大きか った との発注

者 の指摘があった他 は、負担軽減 よ りもむ しろ品

質 の向上の効果 を指摘 してい る。効果の理由と し

て純粋 にア ドバ イザー の能力 によるとした他 に、

監督支援業務において は､設 計企業 とア ドバイザ

ーの問に程良い緊張感が生 まれた ことによるとの

指摘 もあった。但 し、設計者が非常 に優秀な企業

の場合、効果が薄れ るとの指 摘もあった。 また、

効果 の高 い業務 は、発注者 にとって あま り経験 の

ない分野の業務や専 門性 の高 い業務で はあるが、

特殊 な工法等 を採用す る場合や非常 に高 い技術 力

を要す る業務は学識経験者 を交えた委員会方式 に

よる支援が望 ましい との意見 もあった。

(3)課 題

主な課題 として、業務の範囲、責任 と権 限、業

務 の費用、ア ドバイザーの選定にかか る指摘が あ

つた。

a)業 務 の範囲

(1)の事例では、仕様書作成支援 だけでな く、そ

の後 の発注、監督 まで フォローす る ことで品質確

保に有効 との指摘 があった。

(2)の事例では、プロポーザルの公告終了後 にア

ドバイザーが参 加 したため に、同種 ・類似 実績 に

ついて条件変更 した くて もできなかった との指摘

があ り、仕様書作成段階か ら関与す ることで、よ

り的確な選定特定支援が可能 にな り、業務 として

も成 り立 ちやすい との指摘がア ドバイザーか らあ

った。

(3)の事例では、設計業務がスター トしてか らア

ドバイザーが参加 したため に、業務計画書 に定め
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た設計条件について指摘出来 ない等、 ア ドバイ ス

内容が限 られた との指摘 がア ドバイザーか らあっ

た。

但 し、(2)(3)の事例 とも、直轄 の発注者 は、業務

の範 囲を拡 大するのは発注者の技術 力が不足す る

地方 自治体のケース等 に限定すべき との意見であ

った。

すなわち、発注者 の能力 に応 じて、監督支援の

ア ドバイザー業務で あれ ばそのア ドバイザーはそ

の業務の計画段階か ら、業務計画や仕様書作成支

援 のア ドバイザー業務で あれ ばそのア ドバイザー

はその調査 ・設計業務 の監督支援 、さ らに施工段

階へのフォロー まで関わ ることが品質確保 、効率

の面か ら望 ましいとの指摘があった。

b)責 任 と権 限

(3)の事例で は、発注者 とア ドバイザー と設計者

の業務分担 、責任 と権 限につ いての運用上の問題

点が指摘 された。三者が同席 した場合 に、設計者

か ら意見 を求 め られた ときに答 え られなかった り、

どこまで踏み込 んで意見 を述べた らよいか判 断に

迷 った りした とのア ドバイザ ーの意見が あった。

地方 自治体 の場合等発注者 に技術 力が不足 してい

る場合 には判断を発注者 に求めて も判断が出来な

い場合があるのでは との指摘 もあった。

また、設計の照査 につ いては、照査結果 に対す

るア ドバイザーの責任 の度合 いによ り作業量が大

き く異な り、金額が大 き く変わる との指摘が あっ

た。

監督支援 、照査支援 にお いて は、ア ドバイザー

の責任 と権 限につ いての範 囲を特記仕様書等 に明

確 にする必要性が大 きい との指摘 と解釈できる。

責任 については、概ねア ドバイザー に最終責任

は無 いとす るのがよいが、発注者 の技術力が大 き

く不足する場合にはある程度責任 を負わ ざるを得

ないケースもあるので はとの意見があった。

C)業 務経費

ア ドバイザーの契約が調査 ・設計業務委託契約

をベース にされた ことにつ いて否定 的意見 はなか

ったが、 ア ドバイザーのクラスは技 師長や主任技

師ク ラス とし、技術経 費率 は通常の調査 ・設計業

務よ りは高 く設定すべきで あるとか、実 際の拘束

時間 に応 じた費用 とすべき との意見があった。契

約金額 は、実際 に必要 とな った費用 よ りも安かっ

た との感想が多 く聞かれた。

一方 、財源 の確保の観点か らは、地方 自治体 に

おいては首長や議会への説明が難 しい との課題が

指摘 された。

d)ア ドバイザーの選定

監督支援 のア ドバイザーがその本体 業務 の設計

者(次 の業務へ の受注 制限はな い)よ りも内容 を

熟知する とは言 えず、ア ドバイザーのみが受注制

限 を課 され るのは不適 当 との指摘があった。ア ド

バイザーの資質 については、技術力の他 に、設計

者等 とのコ ミュニケー ションが重視 され ることか

ら、人柄 、年齢 が重要 との意見が あった。ア ドバ

イザーの評価 について は､TECRIS登 録対象業務

よ り少額 となる事例が多 く､実 績が記録 されてい

かな いことの問題の指摘があった。

6.ア ドバイザー方式の改善の視点

効果 と課題 に基づき、実施要領(案)等 の見直

しの視点を表 一5に 整理 した。

表-5課 題解決の視点
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この うち、業務範 囲の拡大 につ いて は先の実施

要領(案)で は具体的 に想定 して いなか った全面

的支援の具体 的提案 と考 え られ、拡大す る方向に

よ り二 つのパターンが考え られ る。

一つのパター ンは、単一事業 にお いて一ア ドバ

イザーがよ り多 くの事業プ ロセス を支援するパ タ

図-1全 面 的支援のイ メージ(一 連プロセス)

図-2全 面 的支援 のイメージ(複 数事業)

ー ンである(図-1) 。例 えば、企画計画～調査～

設計～工事、等一連 プロセスへ長期 にわた ってア

ドバイザーが 関与する場合である。

もう一つのパター ンは､一 ア ドバイザーが同種

の事業 につ いて よ り多 くの複数事業 を支援す るパ

ター ンで ある(図-2)。 例 えば、複数 の道路計画

事業や橋梁設計等類似事業ヘア ドバイザー の関与

する場合で あ り、の業務実施形態(作 業場所)が 、

発注者事務所等へ の常駐 となるケースが予想 され

る。

このよ うな全面的支援 を行 う場合 には長期 に亘

る支援 ケースが考 え られ るため、支払 い方法等が

課題 とな る。

7.ま と め

ア ドバイザ ー方式 につ いては適切な適用 によ り

効果 が認 め られたが､今 後、地方 自治体等 に普及

を図って い くため には、ア ドバイザー方式の効果

について試行等 を通 じて さ らに詳 しく検証 してい

く必要が ある。
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Analysis of Trial of Advisor System

By  Hitoshi NISHINO,Chikane MATSUDA,Kenichi MATSUI and Akira FUJIMOTO

This paper describes results of monitoring and analyzing trial of Advisor System which was proposed at Consulting 

Engineering Tender & Contract Committee in the Ministry of Land, Infrastructure and Transport. 

In this system, a public works owner with less capability employs a consultant as an advisor to get technical advices 

during planning stage, design stage, tender stage, etc. 

Based on interviews with owners, advisors and consultants, we could classify six trials into four patterns, and we could 

verify the effectiveness of the system in terms of workload reduction and security of engineering quality. However, 

authority and responsibility of advisors and fee estimation method are raised up for the future task.
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